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 国土交通省東北地方整備局における復旧・復興事業の施工確保対策 

 

平成２４年１０月 

国土交通省東北地方整備局 

 

 

１．国土交通省における復旧・復興事業の施工確保対策（２月１４日公表）及び国土交通省にお

ける更なる復旧・復興事業の施工確保対策（６月１５日公表）の実施状況 

 

（１）復興ＪＶ制度の活用 

・１０月１１日現在、 

海岸復旧工事において１０件に適用。２件に申請受付（１ＪＶ）内２件契約終了し、落

札者とはなっていない。 

河川復旧工事において２件に適用。申請無し。 

共同溝工事において、１件に適用。申請無し。 

・港湾空港関係工事は、１０月１１日現在、８件に適用。２ＪＶの参加資格を決定済。 

 落札者となっていない。 

 

（２）一人の主任技術者が管理できる近接工事等の明確化 

   ・現時点での実績は無し。 

 

（３）実勢価格を反映した公共工事設計労務単価の設定 

・平成２４年２月１７日公表し、２月２０日以降適用。（１回目） 

・平成２４年６月１９日公表し、６月２１日以降適用。(２回目)  

   ・被災３県（岩手県、宮城県、福島県）において、施行済み。 

 

（４）急激な物価変動に伴う請負代金額の変更 

   ・平成２４年２月１７日本省通知。 

・インフレスライドの適用については、１０月１１日現在 

 ２月の労務単価改定を基準日とする適用：宮城県内道路１件処理済み 

海岸２件協議中 

６月の労務単価改定を基準日とする適用：宮城県内道路４件・海岸３件協議中。 

被災３県のうち、岩手県内及び福島県内では、申請案件なし。 

   ・単品スライドの申請は１０月１１日現在まで申請案件なし。 

 

（５）発注ロットの拡大を踏まえた間接工事費の算出、 

点在する工事箇所毎の工事費の算定 

   ・平成２４年２月１４日本省通知、４月１日以降に入札公告を行う工事から適用。 

    東北６県において適用の旨３月９日付けで事務所通知。  

   ・さらに、被災三県においては、市町村をまたがなくとも工事箇所毎の間接費の算定を可

能とする旨、平成２４年６月２７日本省通知、７月１日以降試行適用。 

   ・被災三県適用について６月２８日付け事務所へ事前通知、 
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９月１９日運用マニュアル通知。 

 

（６）被災地以外からの労働者の確保に要する追加費用への対応、 

宿泊等に係る間接費の設計変更の導入 

・被災地外からの労働者の確保に要する追加費用への対応については、平成２４年 

２月２９日本省通知、３月１日以降に入札公告を行う工事から適用。 

   ・被災三県適用について３月９日付けで事務所通知。 

        被災三県発注の全工事に適用。 

   ・労働者の確保方策に変更があった場合に必要となる間接費について積上により 

設計変更を可能とする旨については、平成２４年６月２７日本省通知、７月１日 

以降試行適用。 

・被災三県適用について６月２８日付け事務所へ事前通知、 

９月１９日運用マニュアル通知。 

※これまでに設計変更契約に至った工事はない。 

   

（７）市場高騰期における労務費・資材費の補正による積算の実施 

・本件適用の工事なし。 

・資材価格の一部（対象：生コン・アスコン・砕石類）の積算に経済調査会・建設物価調

査会調査の速報値を（毎月１０日調査速報値を毎月１５日HPで公表）を活用すること

で代用。（被災三県８月以降入札工事に適用） 

 

（８）建設資材の遠隔地からの調達に伴う設計変更の導入 

・平成２４年６月２７日本省通知、７月１日以降試行適用。 

・被災三県適用について６月２８日付け事務所へ事前通知、 

９月１９日運用マニュアル通知。 

・港湾空港関係工事１０月１１日現在２件の適用 

 生コンクリートについて、コンクリートミキサー船と粗骨材等の資材を遠隔地より

調達し、建設現場で生産している工事。(岩手県宮古港) 

 防波堤用ケーソン製作を他地域(千葉、名古屋)で実施している工事。(岩手県釜石

港) 

 

（９）資材連絡会・分科会の設置・拡充 

   ◇建設資材対策東北地方連絡会開催 

   ・H23-3回開催、H24-第 1回H24.4.20、第2回H24.7.23、第3回H24.10.1 

   →建設資材の需要・需給の見通しを公共工事発注機関、資材団体、建設業団体等で共有。

資材ひっ迫状況等必要に応じ、資材別地区別での情報連絡会を開催し、需給に関する情

報共有・調整を実施。 

     ※実施状況は別紙のとおり 

 

２．各主体として独自に講じている施策 

 

（１）事務所契約締結権限の拡大 

【従 来】分任支出負担行為担当官（以下「事務所」という。）における契約締結権限（金額）
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が制限されているため、発注本数の増加による発注事務の遅れが懸念される。 

↓ 

【現 在】被災エリア内事務所の契約締結権限を特例的に拡大し、発注の効率化及び発注まで

の手続きの迅速化を図る。 

・平成２３年１２月１日（港湾空港部は平成２３年４月１３日）より適用し、  

１０月１１日現在、２５２件の適用。 

港湾空港部は、１０月１１日現在、７５件の適用。 

    

（２）工事規模の拡大に伴う発注標準の配慮 

【従 来】復旧・復興事業の本格化に伴い事業量が増加する中、効果的に事業を展開し、技術

者不足に対処するためには、各々の工事規模を拡大する必要がある。一方で、工事

規模の拡大は、発注標準等級の上昇を招くため、従来当該等級の工事を受注してい

た地域精通度の高い事業者が受注できなくなるというミスマッチが生じることが

懸念される。 

↓ 

【現 在】一般土木工事等のうち技術的難易度の低いものについては、発注標準上位等級への

参入を可能とすることで事業者の受注機会の確保を図る。  

・平成２３年１２月１日（港湾空港部は平成２３年５月１３日）より適用し、 

１０月１１日現在、H23-10件、H24-33件に適用。今後、６件適用予定。 

港湾空港部は、１０月１１日現在、H23-39件、H24-7件に適用。今後、１３件適

用予定。 

       

 (３)地域要件の拡大 

 【従 来】東日本大震災の復旧・復興工事を円滑に施工するためには、不足する技術者や技能

者を広域的な観点から確保する必要がある。 

   ↓ 

 【現 在】一般土木Ｃ工事（拡大Ｃ含む）の一部工事において、入札参加者の応募資格を従来

県内に本店を有する企業から東北管内に本店を有する企業まで拡大し工事の円滑

な施工を確保する。 

        

      ・平成24年6～7月の海岸復旧工事１０件に適用。内1件について県外企業が受注。 

      ・その後河川復旧工事等に適用中。地元企業の手持ち状況を勘案し適宜活用を図る

予定。 

      ・また、不調対策として、再公告に当たり地域要件の拡大を適用し対応中。 

 

（４）一般土木Ｃランク工事の大型化 

【従 来】復旧・復興事業の本格化に伴い、一般土木Ｃランク工事の発注本数が激増すること

が見込まれるため、発注者・参加企業双方の業務量が増加すると共に、参加企業に

とっては、技術者不足が深刻化することが懸念される。 

↓ 

【現 在】技術的難易度の低い、一般土木Ｃランク工事の発注標準を特例により３億円以上で

も可とし、発注ロットを大型化することで、発注者・参加企業双方の業務量の軽減・

効率化・参加企業の技術者不足への対応を図り、併せて、地元に精通した企業（地
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元Ｃ企業・[東北管内本店Ｃ企業（再公告時地域要件拡大試行）・復興ＪＶ（宮城県

内のみの再公告時地域要件拡大試行）]）が参加し易い環境を整え、企業の受注意

欲増大を図る。  

・ 平成２４年９月３日以降公告案件より適用し、１０月１１日現在、25件

の適用。 

 

（５）復旧・復興工事情報連絡会 

【従 来】主要資材に関して「建設資材対策東北地方連絡会」（発注機関、建設業団体、資材

業者団体等）を開催し、東北全体の需要供給バランスを情報共有しているが、逼迫

する地区に対してより詳細な状況を把握し、情報共有する必要がある。 

↓ 

【現 在】逼迫した地区単位で「復旧・復興工事情報連絡会」、県単位で「分会」を開催し、

情報の共有や対応策について意見交換を実施している。 

※会議開催は別紙の通り 

 

具体策として、 

（河川・道路関係工事） 

・他地域の生コンクリートを活用し、近隣地域で消波ブロックを製作・運搬 

・地盤改良に使用する砂については、県内産の供給状況に負担をかけないよう、不足分

を他地域から調達 

・県、民間等と協力し、骨材の新たな調達ルートを開拓し、長期的な安定供給が可能な

体制を整備 

・コンクリート二次製品への転換等を推進（海岸堤防の現場打ち基礎工、現場打ち横断

ＢＯＸ等） 

・更に、生コンクリート等の建設資材不足により、復旧・復興工事の執行に与える影響

が大きい場合には、他の工法・構造等への設計変更を検討 

・生コンクリートＪＩＳマーク認証審査の期間短縮について、認証機関に対し文書要請 

・アスファルト混合物事前審査について、特例措置として適宜追加申請を受け、認定期

間を短縮 

 

（港湾空港関係工事） 

・災害復旧工事の全体スケジュールと工事概要についてＨＰで公表  
・工事で大量に使用する石材の安定的確保の観点から石材の使用見込についてＨＰで公

表 
・石材の円滑な調達を目的に、地場地域外からの供給の可能性について全国調査を実施。 

・供給が逼迫する生コンクリートについて、コンクリートミキサー船と粗骨材等の資材

を遠隔地より調達し建設現場で生産。(岩手県宮古港) 

・防波堤用ケーソン製作を他地域(千葉、名古屋)で実施し生コンクリートの需要を抑制。(岩

手県釜石港) 
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別紙 

東北ブロック

地区別（分会） ※ひっ迫する地区別、資材別で開催

東日本大震災後の建設資材対策東北地方連絡会の動き東日本大震災後の建設資材対策東北地方連絡会の動き

建設資材対策東北地方連絡会

事務局 ： 東北地方整備局
構成機関 ： 国、都道府県・政令市、独立行政法人、建設業団体、

資材団体等

・H23年度（第1回） H23.7.29 ・H24年度（第1回） H24.4.20
・ 〃 （第2回） H24.1.30 ・ 〃 （第2回） H24.7.23
・ 〃 （第3回） H24.3.16 ・ 〃 （第3回） H24.10.1

資材別（分会）

○鋼矢板（仮設）資材対策関係者打ち合わせ

・第1回 H24.3.27 ・第2回 H24.4.20

※ひっ迫する資材毎に、必要性を考慮して開催予定

岩手県
○宮古地区復旧・復興工事情報連絡会（第1回） H24.5.30    ○釜石地区復旧・復興工事情報連絡会 （第１回） H24.5.29
○ 〃 （第2回） H24.8.6  ○ 〃 （第2回） H24.9.20 
○久慈地区復旧・復興工事情報連絡会 H24.5.3１ ○大船渡地区復旧・復興工事情報連絡会（第１回） H24.5.29   

○ 〃 （第2回） H24.9.21

宮城県
○宮城県分会（生コン・砕石） H24.3.27 ○生コン（仙台、石巻地区）関係者打合せ H24.3.16
○宮城県分会（第1回） H24.5.23 ○石巻地区復旧・復興工事情報連絡会 H24.5.17
○宮城県分会（第2回） H24.7.31 
○宮城県分会（第3回） H24.10.15

福島県 ○相馬市（生コン）関係情報連絡会 H23.12.26
○福島県建設工事復旧・復興相双地方連絡協議会 H24.9.7
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農林水産省における復旧・復興事業の施工確保対策 

 

平成２４年１０月 

農林水産省 

 

 

１．国土交通省における復旧・復興事業の施工確保対策（２月１４日公表）及び国土交通省にお

ける更なる復旧・復興事業の施工確保対策（６月１５日公表）の実施状況 

 

（１）復興ＪＶ制度の活用 

・１０月１０日の国交省通知を受け、下記項目を改正する方向で検討。 

１）対象外とする工事について、「２億円程度を上回る工事」から、「政府調達に関する

協定（平成７年条約第２３号）の対象となる公共工事」及び「特定ＪＶ対象工事」

へ改正。 

２）登録について、登録できる共同企業体の数を「２」から「３」へ改正。 

 

（２）一人の主任技術者が管理できる近接工事等の明確化 

・国土交通省と同様（被災地域において、工事の対象となる工作物に一体性又は連続性が

認められる工事で、かつ、工事現場の相互の間隔が５km程度で同一の建設業者が施工す

る場合は、二箇所までは主任技術者の兼務を可能とした。平成24年２月24日付け大臣

官房経理課長通知。）。 

 

（３）実勢価格を反映した公共工事設計労務単価の設定 

・国土交通省と同様（被災３県において、労務単価が高騰し入札不調等が発生しているこ

とを受け、直近の労務費を実態調査し、労務単価を改定。平成24年２月17日付け農村

振興局長及び平成24年６月19日農村振興局長通知等。）。 

 

（４）急激な物価変動に伴う請負代金額の変更 

・国土交通省と同様（被災３県において、直近の労務費の実態を反映した労務単価の改定

にあわせて、既契約工事についてインフレスライドによる請負代金額の変更を可能とし

た。平成24年２月24日付け大臣官房経理課長通知。） 

 

（５）発注ロットの拡大を踏まえた間接工事費の算出、 

点在する工事箇所毎の工事費の算定 

・地方自治体が実施する漁港関係工事では、国土交通省と同様（施工箇所が点在する工事

については、工事箇所ごとに共通仮設費、現場管理費を算出。平成24年９月12日水産

庁漁港漁場整備部整備課長・防災漁村課長通知。）。 

 

（６）被災地以外からの労働者の確保に要する追加費用への対応、 

宿泊等に係る間接費の設計変更の導入 

・国土交通省と同様（被災３県において、被災地外からの労働者の確保に要する追加費用

を予定価格へ反映できるようにした。平成24年３月９日農村振興局整備部設計課長通

知。また、実施後における実績での変更対応も可能とした。平成24年７月６日施工企
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画調整室長通知、平成24年７月９日林野庁森林整備部計画課長通知及び平成24年７月

11日水産庁漁港漁場整備部整備課長・防災漁村課長通知。） 

 

（７）市場高騰期における労務費・資材費の補正による積算の実施 

・国土交通省と同様（被災３県において、労務単価や資材単価の変動が著しく、不調不落

が続発、若しくは続発が想定される場合に、見積を活用した単価設定により、予定価格

へ反映出来るようにした。平成24年７月６日施工企画調整室長通知、平成24年７月９

日林野庁森林整備部計画課長通知及び平成24年７月11日水産庁漁港漁場整備部整備課

長・防災漁村課長通知。） 

 

（８）建設資材の遠隔地からの調達に伴う設計変更の導入 

・国土交通省と同様（被災３県において、資材の需給状況が逼迫し、遠隔地から資材の調

達をせざるを得ない場合に、輸送費や購入費用など調達の実態を反映した設計変更を可

能とした。平成24年７月６日農村振興局設計課施工企画調整室長通知、平成24年７月

９日林野庁森林整備部計画課長通知及び平成24年７月11日水産庁漁港漁場整備部整備

課長・防災漁村課長通知。） 

 

（９）資材連絡会・分科会の設置・拡充 

・建設資材需要連絡会に参画（平成24年６月28日合同会議）するとともに、各地域にて

実施されている建設資材対策地方連絡会への参画（平成24年５月23日：宮城県分会等）

や、発注者協議会等を通じた公共事業における建設資材の需給動向等、情報共有を図っ

ている。 

 

 

２．各主体として独自に講じている施策 

・専門機関による資材価格の調査について、森林管理局が実施中。 
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岩手県における復旧・復興事業の施工確保対策 

 

平成２４年１０月 

岩手県 

 

 

１．国土交通省における復旧・復興事業の施工確保対策（２月１４日公表）及び国土交通省にお

ける更なる復旧・復興事業の施工確保対策（６月１５日公表）の実施状況 

 

（１）復興ＪＶ制度の活用 

・平成24年8月1日から登録申請受付開始。 

・平成24年8月13日以降に公告する工事から適用。 

   ・10月 12日現在、11件の申請があり、11件登録済。 

   ＜国交省通知と異なる点（独自部分）＞ 

・予定価格2千5百万円以上5億円未満の復旧・復興工事とする。 

   ・ＪＶ代表者は、沿岸本局、宮古、大船渡、県北本局のいずれかの管内に本社又は本店を

有する者で、代表者以外の構成員については、岩手県内に本社又は本店を有する者とす

る。 

＜復旧・復興建設工事における共同企業体の当面の取扱いについてへの対応＞ 

   ・今後の見直しについては、入札執行状況等を見極めながら検討を進める。 

 

（２）一人の主任技術者が管理できる近接工事等の明確化 

   ・平成24年3月1日以降に行われる入札公告から適用。 

 

（３）実勢価格を反映した公共工事設計労務単価の設定 

   ・平成24年2月20日から適用。 

   ・平成24年6月21日から適用。 

 

（４）急激な物価変動に伴う請負代金額の変更 

   ・平成24年2月20日から適用。 

 

（５）発注ロットの拡大を踏まえた間接工事費の算出、 

点在する工事箇所毎の工事費の算定 

   ・平成24年7月9日以降に行われる入札公告から適用。 

   ・点在する工事箇所間の距離が100ｍを超える工事について超えた箇所毎に、共通仮設費、

現場管理費を算出する。 

 

（６）被災地以外からの労働者の確保に要する追加費用への対応、 

・平成24年3月5日以降に行われる入札公告から適用。 

 

宿泊等に係る間接費の設計変更の導入 

   ・平成24年10月 10日以降当初契約を締結する工事若しくは平成24年10月 9日時点で

契約中の工事であること。（平成24年10月 9日時点で残工期が2ヶ月未満のものは除
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く） 

   ・工事施工箇所が沿岸本局、宮古、大船渡、県北本局管内であること。 

   ＜国交省通知と異なる点（独自部分）＞ 

   ・宿泊費（1泊当り）の上限額を7,428円（税抜き）とする。 

    

（７）市場高騰期における労務費・資材費の補正による積算の実施 

   ・実施していない 

 

（８）建設資材の遠隔地からの調達に伴う設計変更の導入 

   ・平成24年 8月 10日以降に当初契約を締結する工事若しくは平成24年 8月 9日時点で

契約中の工事であること。 

   ・工事施工箇所が沿岸本局、宮古、大船渡、県北本局管内であること。 

   ＜国交省通知と異なる点（独自部分）＞ 

   ・対象となる資材は、生コンクリート、石材（砕石、捨石、被覆石等）とする。 

    

（９）資材連絡会・分科会の設置・拡充 

   ・沿岸4地域（久慈、宮古、釜石、大船渡）で国、県、市町村、業界団体による復旧・復

興工事情報連絡会を開催し、生コンクリートや石材などの需給状況について情報共有し、

需給がひっ迫している地域について具体的に対応している。 

 

 

２．各主体として独自に講じている施策 

 

（１）工事請負契約締結後における単価適用年月日の変更 

（平成24年8月1日以降入札公告） 

 【従 来】単価適用年月日の変更は行わない。 

↓ 

【現 在】沿岸地域では、特定の資材の価格が短期間に高騰し、積算時点で設定している設計

単価と工事請負契約締結時点での資材価格に差が生じている可能性があることから、

当初契約締結後に単価適用年月日を変更し設計単価を変更することができるように

した。 
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宮城県における復旧・復興事業の施工確保対策 

 

平成２４年１０月 

宮城県 

 

 

１．国土交通省における復旧・復興事業の施工確保対策（２月１４日公表）及び国土交通省にお

ける更なる復旧・復興事業の施工確保対策（６月１５日公表）の実施状況 

 

（１）復興ＪＶ制度の活用 

・３月２６日にプレス発表を行い、４月１日から施行済み。 

１億円以上５億円未満、２業種（土木一式、ほ装） 

      １０月１０日現在、３７件登録済、４工事受注。 

   ・改正については、１０月１日にプレス発表を行い、１０月１５日から施行済み。 

３千万円以上１９．４億円未満、３業種（土木一式、ほ装、建築一式） 

   ＜国交省通知と異なる点（独自部分）＞ 

   〈４月１日〉 

・予定価格が１億円から３億円未満については被災地外の定義を東北・北海道とし、３ 

億円以上５億円未満は全国とした。 

    ・代表者以外の構成員は、代表者と同等級とするが、３社かつ県内の場合は、直近下位 

等級１者を可とする。 

〈１０月１５日〉 

・１つの企業が登録できる企業体は３つまで、１つの共同企業体が登録できる業種を３

つまでとした。また、下のとおり、「県外」の本店所在地が東北・北海道の場合には〔東

北・北海道型〕、東北・北海道以外の場合には、〔全国型〕とし、県内の単体との混合

入札や、下位等級業者が上位等級工事に参加できる複数等級入札との関係から、３億

円未満の〔東北・北海道型〕のほ装を除く２業種にＡ等級を追加した。 

●土木一式 

予定価格が３千万円から３億円未満については〔東北・北海道型〕土木Ａ 

予定価格が１億円から１９．４億円未満については〔東北・北海道型〕土木Ｓ 

予定価格が３億円から１９．４億円未満については〔全国型〕土木Ｓ 

●ほ装 

予定価格が３千万円から１９．４億円未満については〔東北・北海道型〕ほ装Ｓ 

予定価格が３億円から１９．４億円未満については〔全国型〕ほ装Ｓ 

●建築一式 

予定価格が５千万円から３億円未満については〔東北・北海道型〕：建築Ａ 

予定価格が２億円から１９．４億円未満については〔東北・北海道型〕建築Ｓ 

予定価格が３億円から１９．４億円未満については〔全国型〕建築Ｓ 

（次項 「復旧・復興建設工事共同企業体(復興ＪＶ)の組み合わせについて」参照） 

 

・総合評価落札方式における企業と技術者価評について、復興ＪＶの場合には、代 

表者（県内）としていたが、いずれかの構成員（県内又は県外）とすることがで 

きるとした。 
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（２）一人の主任技術者が管理できる近接工事等の明確化 

・２月２３日に県内関係機関に通知済み、４月１日から適用している。 

 

（３）実勢価格を反映した公共工事設計労務単価の設定 

・２月２０日及び６月２１日に県内関係機関に通知済み、それぞれ同日から適用している。 

 

（４）急激な物価変動に伴う請負代金額の変更 

・３月２日に県内関係機関に通知済み、同日から適用している。 

 

（５）発注ロットの拡大を踏まえた間接工事費の算出、 

点在する工事箇所毎の工事費の算定 

・６月２８日に県内関係機関に通知済み、７月２日から適用している。 

 

（６）被災地以外からの労働者の確保に要する追加費用（間接費補正） 

・３月１日に県内関係機関に通知済み、同日から適用している。 

宿泊等に係る間接費の設計変更の導入 

・検討中（１０月下旬から実施予定） 

 

（７）市場高騰期における労務費・資材費の補正による積算の実施 

・実施していない。 

（理由：見積もり手法が煩雑で、被災三県・仙台市では設定が困難であるため） 

 

（８）建設資材の遠隔地からの調達に伴う設計変更の導入 

・９月２８日に県内関係機関に通知済み、１０月１日から適用している。 

 

（９）資材連絡会・分科会の設置・拡充 

・「建設資材対策東北地方連絡会宮城県分会」を定期的（５月２３日、７月３１日、 

１０月１５日）に開催している。 

需給見通しの公表や、内陸から沿岸への需給調整、県外調達の仕組みづくり、ミキサー

船の活用、生コンプラントの増設などの供給量拡大策を実施。また、海岸堤防のコンク

リート２次製品への転換を図るなど需要抑制対策も実施。 

さらに、建設資材対策等供給安定確保のための調査を復興調整費で実施する予定。 

 

 

２．各主体として独自に講じている施策  

 

（１）アスファルト舗装工事における下請制限等の緩和   (平成２４年７月３０日以降適用) 

【従 来】アスファルト舗装に係る部分の施工については、元請と恒常的雇用関係にある運転 

手及び補助作業員により行わせることとしている（自社施工の原則）。 

↓ 

【現 在】舗装復旧工事の本格化に対応するため、自社施工の原則を一部緩和し、請負額の５ 

割まで下請負による施工を認めることとした。 
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（２）発注見通しに建設関連業務を追加           (平成２４年８月１日以降適用) 

【従 来】建設工事の発注見通しは年４回（４月，７月，１０月，１月）としている。 

  ↓ 

【現 在】建設工事に加え建設関連業務も公表した（８月，１０月，１月）。 

 

（３）工事請負契約締結後における単価適用年月日の運用  （平成２４年８月２０日以降適用) 

【従 来】契約直後に単価適用年月日の変更契約は行わない。 

  ↓ 

【現 在】本県での事前公表による予定価格は、入札時点では約２ヶ月前の単価適用となり、

特定の資材の高騰など実勢を反映していない可能性があることから、契約締結直後に

単価適用年月日の変更を行うこととした。 

 

（４）地方機関の執行権限の拡大             （平成２４年９月１日以降適用） 

【従 来】本県における地方機関の執行限度額は、復旧工事は３億円まで特例として拡大して

いたが、復興事業は１億５千万円未満としていた。 

  ↓ 

【現 在】復興工事の本格化と発注ロットの大型化に対応するため、復旧事業に加え復興事業

についても３億円未満とした。 

 

（５）現場代理人の常駐義務緩和            (平成２４年１０月１５日以降適用) 

【従 来】予定価格(税込み)８千万円未満の工事において、入札時の仕様書に「現場代理人の

兼務を認める」記載がある場合には、県の発注する同一市町村内の工事で２件まで可

能。 

  ↓ 

【現 在】金額による制限を緩和し、入札時の仕様書に「現場代理人の兼務を認める」記載が

ある場合のみ同条件で可能とした。 

 

（６）監理技術者の専任要件の緩和           (平成２４年１０月１５日以降適用) 

【従 来】予定価格(税込み)８千万円以上の工事を一律に専任の対象としていた。 

  ↓ 

【現 在】廃止（建設業法上の規定により、専任配置が必要な場合を除く） 

 

（７）下請承認における取り扱いの緩和         (平成２４年１０月１５日以降適用) 

【従 来】オープンブック方式により事前提出している下請負企業及び金額に変更が生じた場

合には、工事成績調書での減点対象となっていた。 

  ↓ 

【現 在】復旧・復興工事の本格化に伴い、労働者や資機材の不足が深刻化し下請企業の確保

が困難である等のやむを得ない事情の場合には、減点対象外として取り扱うこととし

た。 
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福島県における復旧・復興事業の施工確保対策 

 

平成２４年１０月 

福島県 

 

 

１．国土交通省における復旧・復興事業の施工確保対策（２月１４日公表）及び国土交通省にお

ける更なる復旧・復興事業の施工確保対策（６月１５日公表）の実施状況 

 

（１）復興ＪＶ制度の活用 

・予定価格が５億円以上となる災害復旧工事において、公募型随意契約を平成２３年１２

月から実施しており、これにより発注される随意契約における特定建設工事共同企業体

の取扱いについて定めた。 

 

 ＜国土交通省通知と異なる点（独自部分）＞ 

・予定価格が５億円以上となる大規模災害復旧工事については、見積の相手方を公募する

こととし、応募対象は単体企業、特定ＪＶとした。 

 ・特定ＪＶについては、代表構成員を県内企業に限定し、その他の構成員については県内

企業または県内に委任先のある県外企業とし、県内企業を最大限活用するとともに、地

域外の技術力・労働力等も活用することとした。 

 

（２）一人の主任技術者が管理できる近接工事等の明確化 

   ・同一のあるいは別々の主体が発注し工作物に一体性又は連続性が認められる工事でか 

つ、工事現場相互の間隔が５km程度の場合、同一の専任の主任技術者がこれらの工事

を原則２件程度まで管理することができることとした。２月２９日通知 

 

（３）実勢価格を反映した公共工事設計労務単価の設定 

   ・設計労務単価の改定を受け、６月２１日以降から適用している。 

 

 

（４）急激な物価変動に伴う請負代金額の変更 

   ・インフレスライド条項の要件に該当する工事については、適宜、変更を行っている。 

（１３件で実施） 

 

（５）発注ロットの拡大を踏まえた間接工事費の算出、 

点在する工事箇所毎の工事費の算定 

   ・７月１日から、復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行要領を定め、「施工

箇所が点在する工事の間接費の積算」を適用している。（２１件で実施） 

 

（６）被災地以外からの労働者の確保に要する追加費用への対応、 

宿泊等に係る間接費の設計変更の導入 

   ・１０月１日から、復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行要領を定め、「被

災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更」を適用している。 
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（７）市場高騰期における労務費・資材費の補正による積算の実施 

   ・資材費の見積活用については、７月１日から、国から発出された「東日本大震災の被災

地での建設工事等における予定価格の算出のための資材価格及び労務費での見積活用

の推進について」を適用している。 

・労務費の見積活用については、実施していない。見積手法が煩雑で，被災三県・仙台市

では設定が困難である。 

 

 

（８）建設資材の遠隔地からの調達に伴う設計変更の導入 

   ・７月１日から、復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行要領を定め、「遠隔

地からの建設資材調達に係る設計変更」を適用している。（具体的な変更手法の制定は

８月９日） 

 

（９）資材連絡会・分科会の設置・拡充 

   ・東北地方整備局が設置する分科会の設置はありません。 

 

 

２．各主体として独自に講じている施策 

・福島県では福島県建設工事復旧・復興地方連絡協議会を県内８方部毎に設置しており、

資材不足が懸念される方部にあっては、連絡協議会の中に建設資材作業部会を新たに設

け、発注者・受注者・資材業者により、方部毎の実情に応じた連携・調整を行っている。 
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仙台市における復旧・復興事業の施工確保対策 

 

平成２４年１０月 

仙台市 

 

 

１．国土交通省における復旧・復興事業の施工確保対策（２月１４日公表）及び国土交通省にお

ける更なる復旧・復興事業の施工確保対策（６月１５日公表）の実施状況 

 

（１）復興ＪＶ制度の活用 

・平成２４年４月２３日から施行済 

・平成２４年１０月１２日現在，４件登録済。 

＜国交省通知と異なる点（独自部分）＞ 

・対象金額は１千万円以上５億円未満 

・予定価格１億円未満を目安として，東北６県内の企業のみから構成されたＪＶに 

参加を限定することがある。 

 

（２）一人の主任技術者が管理できる近接工事等の明確化 

・平成２４年５月１日以降に入札公告又は指名通知を行う工事から運用開始 

・工事現場の相互の間隔が５km程度について「自動車で通行可能な経路で工事区 

間相互を連絡する５km程度」とした。 

・同一の主任技術者が兼務可能な件数を２件までとした。 

 

（３）実勢価格を反映した公共工事設計労務単価の設定 

・平成２４年２月２０日以降に入札公告又は指名通知を行う工事から適用 

・平成２４年６月２１日以降に入札公告又は指名通知を行う工事から適用 

 

（４）急激な物価変動に伴う請負代金額の変更 

・平成２４年３月２日から運用開始 

＜国交省通知と異なる点（独自部分）＞ 

・適用，請求日及び基準日の特例として，平成２４年２月２０日を基準日とするス 

ライド協議の請求を運用施行日から１ヶ月とした。 

・適用対象工事において，入札公告の翌日又は指名（随意契約）通知の翌日から 

契約締結日までの間に賃金水準が変更になった工事も対象とした。 

 

（５）発注ロットの拡大を踏まえた間接工事費の算出、 

点在する工事箇所毎の工事費の算定 

・平成２４年７月２日以降に入札公告又は指名通知を行う工事から運用開始 

＜国交省通知と異なる点（独自部分）＞ 

・点在する工事施工箇所間の距離が１００ｍを越える工事については，施工箇所 

ごとに間接工事費（共通仮設費，現場管理費）を算出できるものとした。 

 

（６）被災地以外からの労働者の確保に要する追加費用への対応、 
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宿泊等に係る間接費の設計変更の導入 

○間接費率の補正 

・平成２４年３月１日以降に入札公告又は指名通知を行う工事から運用開始 

   ○間接費の設計変更 

   ・検討中（１０月下旬から実施予定） 

 

（７）市場高騰期における労務費・資材費の補正による積算の実施 

・実施していない。 

（理由：見積手法が煩雑で，被災三県・仙台市では設定が困難であるため） 

 

（８）建設資材の遠隔地からの調達に伴う設計変更の導入 

・平成２４年１０月１日以降に当初契約を締結する工事若しくは１０月１日時点で 

契約中の工事を対象として運用開始 

・購入費の変更を対象とする建設資材を，生コンクリート，アスファルト合材，石 

 材（山砂，砕石，捨石，被覆石等）とし，輸送費の変更を対象とする建設資材を 

仮設材（鋼矢板等）とした。 

 

（９）資材連絡会・分科会の設置・拡充 

・平成２４年５月に宮城県において，建設資材対策東北地方連絡会宮城県分会を設 

置し，５月，７月，１０月に分科会を開催し，建設資材の需給見通し，現状の課 

題と対応策などについて議論した。 

 

 

２．各主体として独自に講じている施策 

 

（１）契約締結時点における設計単価変更の運用（平成２４年８月２０日以降入札公告） 

 【従 来】労務，資材単価等は当初積算時点の単価を精算時まで使用する。（スライド， 

追加工種による増工は除く。） 

↓ 

【現 在】労務，資材単価等を当初契約締結時点で適用されている仙台市単価を用いて 

契約変更できる。 


